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事業部業績評価尺度の測定
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1．序
　事業部制組織において、投資決定は、短期利益計画の前に、資本コストを
棄却率として行われなければならない。そして、目標投下資本利益率は、投
資決定に代表される個別構造計画の確定後に、短期利益計画の目標として指
示される必要がある。こうした理解に立つならば、事業部長の業績評価尺度
としての投下資本利益率に対する従来の批判、すなわち部分最適化の問題は
表面化しないこととなる。また、短期利益計画との関連における事業部長の
業績評価、つまり短期利益計画上の目標投下資本利益率の達成度に基づく業
績評価は、事業部長の短期業績の評価にとどまることなく、投資決定に代表
される個別構造計画で短期利益計画前にすでに決定されている新規投資額と
既投資額との全体、すなわち短期利益計画期問の事業部投下資本の全体的で
平均的な利益率という形で、投下資本利益率に長期的な投資業績が短期業績
と同時に反映される。さらに投下資本利益率は、全社的な目標と事業部の目
標および業績評価尺度との首尾一貫性、ひいては外部利害関係者による会社
の全般的な経済的業績評価尺度との首尾一貫性をも満たしうるといった理由
で、業績評価尺度としては、投下資本利益率が最も優れていると考えられる。
　そこで本稿においては、事業部業績評価尺度としての投下資本利益率につ
いて、その測定上の問題点を考察していくこととする。具体的には次のよう
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な問題を考察対象としている。
　（1）事業部投資額の測定。ここでは、まず、事業部投資額に含まれる資産
の範囲、つまり、その範囲を事業部長の短期的に管理可能なものに限定する
のか、それとも事業部に帰属可能な資産のすべてを含めるのか、さらには、
本部資産や事業部共通資産の事業部への配賦が行われるのかどうかというこ
との間題である。次に事業部固定資産の評価の問題を検討する。つまりこれ
は、有形固定資産を取得原価で評価するのか、それとも減価償却累計額控除
後の正味薄価で評価するかということである。そして3番目に、事業部投資
額を期首、期末、あるいは平均のいずれで測定するかという問題を検討して
いく。
　（2）事業部の利益額の測定。ここでは、事業部における4種類の利益概念、
すなわち、限界利益、管理可能利益、貢献利益、および純利益のいずれを選
択するかの問題を検討していく。
　（3）本部費・事業部共通費の配賦。ここでは、本部費ならびに事業部共通
費の事業部への配賦方法が議論の中心となる。
”．事業部投資額の測定
　1　事業部投資額に含まれる資産の範囲
　事業部投下資本利益率は、短期の利益計画期問における事業部の利益を同
期間の事業部投資額で割ることによって計算される。そして、事業部を投資
センターとして形成し、投資決定の権限を部分的に事業部長に委譲する段階
での事業部制組織において、事業部長の短期業績と長期業績とを総合的に評
価するための尺度として、この投下資本利益率が重要な意味をもっている。
そこで、投下資本利益率の計算過程で分母を成している事業部投資額に含ま
れる資産の範囲が明らかにされなければならない。具体的には、事業部長の
業績評価のために、その範囲は、棚卸資産と受取勘定を中心とした事業部長
の短期的に管理可能な資産に限定されなければならないのか、それとも事業
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部に帰属可能なすべての資産、さらには本部資産・事業部共通資産の配賦額
をも含める必要があるのか、ということが議論の中心となる。
　そこでまず、事業部投資額に含まれる資産の範囲に関して、従来どのよう
に認識されてきたのであろうか。一般に事業部長の業績評価尺度に用いる投
下資本利益率としては、管理可能投下資本利益率（＝管理可能利益÷管理可
能投資額）が望ましいとされている。
　事業部長にとって管理可能な項目とは、事業部長が自らの意思決定によっ
て、実質的相当部分に影響を及ぼすことができる項目と規定できるから、事
業部長の業績評価尺度に使用する管理可能投資額はその事業部に個別的に跡
づけられる資産の合計から事業部長にとって管理不能な資産額を差し引くこ
とをより計算される。なお事業部長が買掛金の支払いを比較的早くするか遅
くするかについて決定権をもつ場合には、それは管理可能流動負債であると
考えられるため、これを管理可能資産の総額から控除する。要するに、管理
可能投資額とは、管理可能資産から管理可能流動負債を差し引いた額を意味
する。
　事業部長にとって、事業部の流動資産への管理可能性は容易に理解できる
が、事業部の固定資産が事業部長にとって管理可能か否かは、事業部長に与
えられた権限によって異なる。しかしながら、投資決定権を完全にもたない
場合でも事業部に対する設備投資は、事業部長の提案により行われることが
多く、また少なくとも事業部長の賛成をえて行われるので、固定資産は管理
可能資産として扱われることが多い。
　事業部の建設仮勘定は、管理可能資産には含めない。それは事業部におけ
る将来の利益獲得に貢献するであろうが、実績利益に関係がないからである。
　事業部の保有する遊休固定資産は、その効果的な利用ないし処分を促進す
るため、管理可能資産に含める。ただし本部から強制的に所有を命令されて
いるような遊休固定資産は、事業部長にとって管理不能なので、管理可能資
産から除外する。
　一方、事業部自体の業績評価尺度としては、総投下資本利益率（＝税引後
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純利益÷総投資額）が用いられる。事業部自体の業績評価尺度に使用する総
投資額は、その事業部に、個別的に跡づけられる資産および本部資産・事業
部共通資産の事業部に対する配賦額の合計である。そこで、本部資産・事業
部共通資産の事業部への配賦について触れておきたい。まず、本部の建物の
ような、本部が保有し、本部が使用している資産や、子会社株式のような、
本部が運用している資産は、純粋な本部資産であるから、これらを事業部へ
配賦する理由はない。
　次に、請求書作成や勘定処理業務が本部で一括遂行されている場合の受取
勘定のように、もし勘定コードのサブ・コード化をすれば、事業部ごとに認
識可能な本部資産がある。これらは、各事業部へ配分し、それぞれの総投資
額の中に含められるべきである。
　各事業部へ用役を提供するために保有している事業部共通資産に関して、
たとえば、現金を本部が集中的に管理している場合がある。これは、現金を
事業部別に管理するよりも、少ない現金で効率よく利用するためである。こ
のように、2つ以上の事業部のために共用される事業部共通資産の配賦基準
として、しばしば提唱されるのは、回避可能性である。つまりその事業部が
存在しなければ、それだけ本部が現金の保有を必要としなくなる現金減少分、
すなわち増分現金需要額（incremental　cash　demands）がある。たとえば、
A、B、Cという3つの事業部が存在し、それぞれ独立して現金を管理すゐ
とすれば、年間それぞれ600万円、400万円、200万円、合計1，200万円の現金
が必要であるが、これを本部で集中的に管理すると、ある月にA事業部が
100万円不足するが、B事業部のほうで100万円の現金が余るというように、
事業部相互間で融通できるので、年間1，200万円の3分の2に相当する800万
円で済むことがわかったとする。この場合には、A事業部へ600万円の3分
の2、すなわち400万円の現金を配分するのである。ただ実際問題として、
この基準の適用はかなりむずかしいと思われる。
　事業部共通資産の例として、研究所や情報処理センターの資産などをあげ
ることができる。これらは、事業部別の長期的用役消費量の割合に基づいて、
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各事業部へ配分されるべきである。なお、こうした資産が事業部別に配賦さ
れたとき、それらを事業部長にとって管理可能資産とするか、あるいは管理
不能資産とするかについては議論が分かれる。それらの資産の管理は、事業
部長が行っていないのであるから、管理不能資産とするべきであると考えら
れる。他方、各事業部は、それだけ本部からサービスの提供を受けているの
であるから、その責任をもつべきであるとも考えられる。このような場合に
は、もし配賦基準が恣意的であると考えられるならば、事業部へ無理に配賦
すべきではない。一方、配賦基準が比較的合理性をもち、各事業部長が公平
に扱われていると感ずるならば、配賦方法が不完全であったとしても、管理
可能資産とすることについて、事業部長の納得がえられるであろう。
　以上、従来事業部投資額に含まれる資産の範囲に関して議論されてきたと
ころのものを要約したわけであるが、このことから事業部長の業績評価につ
いて、事業部投資額の範囲は、たとえ投資センター制としての事業部を想定
するにしても、事業部長の短期的に管理可能な資産に限定されるべきである
としていることがわかる。しかしながら、本稿で予定している投資センター
制としての事業部制では、事業部長の権限が長期的な投資決定に及ぶことか
ら、長期的な投資業績をも短期業績と同時に反映する投下資本利益率を採用
する根拠としている。そこで、もし事業部投資額の範囲が、事業部長の短期
的に管理可能な資産に限定されるならば、測定される投下資本利益率には、
投下資本に対する最終的な成果としても長期的な投資業績尺度という意味が
なくなってしまうことになる。
　このような観点からすれば、事業部投資額の範囲は、事業部長の短期的に
管理可能な資産に限定されることなく、事業部に管理可能なすべての資産、
さらには本部資産・事業部共通資産の配賦額をも含めたものとしなければな
らないことになる。事業部に帰属可能なすべての資産を含めることによって、
事業部長にとって長期的に管理可能な資産をすべて事業部の利益に関連づけ
ることができる。さらに、本部資産・事業部共通資産の配賦額を含めること
によって、投下資本利益率を長期的な投資業績尺度として測定できるのであ
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る。つまり、投下資本利益率に長期的な投資業績を反映するには、少なくと
も過去および現在における投下資本の回収・再投資を考慮しなければならな
い。ところが、事業部収益から回収された資本は、その全額がそのまま事業
部に再投資されるわけではない。その一部は、本部資産・事業部共通資産に
も再投資されることになるわけであるから、これを事業部へ配賦することに
より、事業部投下資本の回収・再投資の過程を一層明確にできると考えられ
るのである。投下資本利益率を投下資本の長期的な投資業績として測定する
ことは、事業部自体の業績評価目的に必要なことはいうまでもない。しかし
ながら、事業部長の業績評価目的のにも投資業績尺度としての投下資本利益
率の測定が必要とされるところである。投資決定は、その将来の投資業績を
予測したうえで行われる。したがって、この投資業績が、実際に達成された
かどうかを判定するためには、投下資本利益率を長期的な投資業績尺度とし
て測定しなければならないのである。
　事業部業績評価には、事業部長の業績評価と事業部自体の業績評価という
2つの目的がある。このうち、事業部長の業績評価目的では、管理可能性を
考慮した事業部の投下資本利益率の測定が、事業部自体の業績評価目的での
事業部投下資本の収益性測定とは原則的に別に行われるべきである。したがっ
て、本部資産および事業部共通資産のうち事業部の活動と直接的関係のない
部分の事業部への配賦は、この大きさについて事業部長の管理可能性が及ば
ないところであるので、事業部長の業績評価目的では、予定一括配賦法によっ
て行われなければならない。なお、原則的には、事業部自体の業績評価目的
でも事業部投資額の測定が、事業部長の業績評価目的でのそれと別に行われ
るべきであるが、この測定が困難なこと、また経常的な投下資本利益率測定
の範囲内での事業部自体の業績評価目的の重要性が低いことから、両業績評
価目的での測定を別個に行わなくとも十分であると考えらえる。
2　事業部固定資産の評価
事業部投資額の測定において、有形固定資産を取得原価で評価するか、そ
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れとも減価償却累計額控除後の正味薄価で評価するかということが問題とな
る。なお、こうした有形固定資産評価法以外にも、再調達時価（取替原価）
による評価も考えられる。インフレーションの際には、事業部投資額は昔の
低い物価水準で測定され、利益は現在の高い物価水準で測定されるので、投
下資本利益率は不当に高くなるであろう。また古い固定資産をかかえる事業
部の投下資本利益率は、新しい固定資産をもつ事業部の投下資本利益率より
も高くなりがちである。こうした問題を解決するには、再調達時価で計算し
直すか、あるいは物価指数で修正するよりほかに方法はない。それ故、この
再調達時価は、インフレーション時には有用なものと認めうる。しかしなが
ら、取得原価や正味薄価とを同一の次元で論ずることはできない。
　まず取得原価による固定資産評価を支持する理由から検討していきたい。
　①取得原価は、歴史的原価にたいするインフレーションの影響をカバー
　　できる。
　したがって、正味薄価と比較すれば、取得原価に近いというものである。
しかしながら、取替原価を基準とし、これから減価償却累計額を控除した金
額を求める代わりに、取得原価を使用することは、必ずしも適切な方法であ
るとはいえない。もし投下資本を取替原価に基づいて計算しようと思うなら
ば、損益計算書の減価償却費も同じように修正しないと、首尾一貰しない。
　②取得原価の場合には、減価償却累計額が控除されない。このことから、
　　償却法の影響を受けないために、相互比較に適している。
　しかしながら、このような支持理由では、まず、償却法の影響を受けるの
は、正味薄価だけでなく、利益もその影響を受けることをどのように考えて
いるのかが不明である。また、正味薄価が償却法の影響を受けるという点で
相互比較に適さないという議論は、その問題点を指摘したものではなく、原
則的な複利法償却の立場からは、むしろ償却法のあり方の問題と解釈されな
ければならない。また、慣習的な会計的測定の次元でいえば、減価償却を通
じて回収された資本の再投資を考慮しなければならないのであって、このこ
とから、事業部の資産の全体が考察の対象に含められなければならない。つ
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まり、資産の全体をみれば、減価償却によって回収された資本は、なんらか
の資産に再投資されているのである。
　③取得原価による有形固定資産の評価によれば、正味薄価と比べて、旧
　　資産と新資産の価値の相違をある程度まで除くことができる。
　しかしながら、そこでは、まず資産の価値およびその相違をどのように考
えているのかが明らかではない。それ故に、この価値の実体が明確にされな
ければならないのである。さらに、価値の相違をある程度まで除去できるか
どうかは、偶然の作用を受ける。したがってこの理由が妥当なものとなるに
は、資産の価値の実体を明らかにしたうえで、どのような条件下においてど
の程度資産の価値の相違を取得原価の採用によって除去できるのかが明らか
にされなければならないといえる。
　④正味薄価による有形固定資産の評価では、減価償却分だけ毎期薄価が
　　減少するために、期間比較に適さない。
　しかしながら、これは正味薄価による有形固定資産の評価の問題というよ
りも、むしろ減価償却法のあり方の問題あるいは慣習的な会計的測定の次元
では、資産の全体を見ていないことの問題といえる。つまり、減価償却によ
る回収資本の再投資が考慮されなければならないのである。
　⑤有形固定資産は、その全経済命数を通じて利益を生むために使用され
　　るのであって、その生産効率は、修繕・維持活動が行われるために変化
　　しないため、取得原価による評価は妥当である。
　ここでは、有形固定資産の価値は、その生産効率と解されている。また、
有形固定資産の価値を個別有形固定資産のもたらす毎期の減価償却費控除前
の利益の大きさとし、これが少なくとも資産を使用しはじめた初期の段階で
は、正味薄価が減少するほどには減じないという理由から、この取得原価に
よる有形固定資産を評価するものもある。確かに、有形固定資産の生産効率
が正味薄価ほどには減少しないのは事実であろうし、またそれがもたらす毎
期の利益の大きさも、修繕維持費の毎期の増大を考慮したとしても、有形固
定資産の使用年数の経過に伴って正味薄価と比例的に減少するということも
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ないであろう。しかしながら、このように、有形固定資産の価値を生産効率
あるいは毎期の利益の大きさとの関連でとらえることは妥当であろうか。業
績評価尺度としての投下資本利益率の測定に用いられる有形固定資産の評価
は、原則的には、複利法償却にみられるように、その測定期間の利益の大き
さとの関連だけでなく、その過去および将来の大きさをも考慮して行われる
のでなければ、長期的な投資業績を測定できるものとはいえないであろう。
　以上、取得原価による有形固定資産を支持する理由について検討してきた。
多くは、正味薄価による有形固定資産評価に対する批判という形で取得原価
によるそれの支持理由を指摘しているのであるが、いずれも本質的なものと
はみなされないことが明らかとなった。それ故、業績評価尺度としても投下
資本利益率の測定という観点からは、取得原価による有形固定資産の評価は
認めることができない。
　そこで次に、正味薄価による有形固定資産の評価を支持する理由を検討し
ていきたい。
　①減価償却累計額控除後の資産価額は、企業が公表した財務諸表の総資
　　産の額と一致するので、これに基づいて投下資本利益率を計算すること
　　は望ましい。
　②財務諸表上の数値との一致1生から、外部の企業や全社的業績との相互
　　比較の容易性。
　③取得原価による有形固定資産の評価によって減価償却費控除後の利益
　　の金額と、減価償却累計額控除前の資産価額とを比較することは、矛盾
　　している。
　④有形固定資産を取得原価で評価するとすれば、投下資本を減価償却累
　　計額だけ二重計算していることになる。
　以上4つが正味薄価を支持する理由として通常あげられているものである。
とりわけ、③と④が重要である。③は、結局のところ、取得原価による評価
では、減価償却の理論の妥当性が無視されている。つまり、損益計算上、有
形固定資産に対して支払われた取得原価に相当する金額は、その全経済命数
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に渡って費用化されなければならないのであって、減価償却費は、収益から
の投下資本の回収を意味しているわけである。したがって、有形固定資産に
対する投下資本の投資業績を測定するための投下資本利益率の計算にあたっ
ても、未回収額としての正味薄価を分母として、これを当期利益に対応させ
る必要があるのである。
　④は、減価償却の手続きを通じて投下資本が回収され、固定資本が流動化
し、そして、この流動化した資本は、現金預金として留保されるか、他の流
動資産あるいは特に固定資産に再投資されるという事実を考慮しなければな
らないということである。
　要するに、長期的な投資業績を反映した投下資本利益率を測定するために
は、投下資本の回収およびその再投資の過程を考慮することが必要である。
投下資本の回収およびその再投資は、長期的な流れのなかにおいて行われ、
この全体をみることによって投下資本の長期的な投資業績を明らかにするこ
とができるからである。したがって、このような観点を含まない取得原価に
よる有形固定資産評価の支持理由は、妥当ではない。
　しかし、次のような主張もある。つまり、全社的レベルでの投下資本利益
率の測定目的では、正味薄価の優位性を認めるが、「事業部門、工場、その
他の部門を担当している経営管理者は、管理を託されたそれぞれの資産につ
いて利益を稼得する責任をもつだけである。減価償却や再投資の方針は部門
の利益率に影響し、その部門の利益率を歪める性質をもつ。減価償却によっ
て回収された資本は同じ部門に再投資されるとは限らないからである。取得
原価によって投下資本の額を決定する方が役に立つ投下資本利益率を計算す
ることができる」というものである。要するに、事業部投下資本は、事業部
の収益から回収された資本が必ずしも当該事業部に再投資されるとは限らな
いということである。確かに、減価償却によって収益から回収された資本な
らびに事業部利益として超過回収された資本は、その使途を事業部が独自に
完全に決定できるものとはいえないことは事実である。そして、事業部を計
算単位とした投下資本利益率は、当該事業部についてみる限りでは、投下資
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本の回収・再投資の過程のすべてを反映した尺度としては完全に十分とはい
えない。しかしながら、このことをもって取得原価による有形固定資産の評
価を妥当であるとすることはできない。先にも述べたように、このような評
価では投下資本の回収・再投資の過程をまったく考慮できなからである。そ
れ故、事業部という枠組みにおいて、有形固定資産の評価は、この投下資本
の回収・再投資の過程を近似的に示すことができる正味薄価で行われなけれ
ばならないのである。
　3　事業部投資額の測定時点
　事業部投資額の測定に関して、最後に論じておきたいのは、事業部投資額
を期首、期末、あるいは平均のいずれで測定するかという問題である。
　投資が期首に行われ、キャッシュ・インフローが期末に受け取られるとす
れば、期首の事業部投資額をとることには問題がない。投下資本利益率の測
定では、獲得された利益をそれに要した資本に関連づける必要があるが、期
中における資本の増加あるいは季節的変動を考えるのが現実的である。また
利益もある一定時点においてのみ実現されるとするのも現実的ではない。し
たがって、当期利益に対応する資本は、期首のそれとはいえないし、まして
や期末の資本在高ではない。理論的には、利益と資本の対応関係を跡づけて
投下資本利益率が測定されなければならないであろうが、実際の測定では、
期首と期末の平均を用いても十分であろう。ただし、投下資本利益率の計算
期問が、たとえば1ヶ月というように短い場合には、期首在高をとればよい
であろう。このような短期間での資本の増加が、当該期間に利益を生むとは
考えられないからである。このように、利益と資本との対応という観点から、
事業部資本の測定時点の問題を考察するのが原則である。
1”，事業部利益額の測定
事業部の利益概念としては、通常、4つの利益観念が考えらえる。限界利
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益、管理可能利益、貢献利益そして純利益の4つがこれである。ただし、こ
れらの利益概念は、ここでは、事業部業績評価尺度としての投下資本利益率
の計算要素として、事業部投下資本利益率の測定という観点から、4つの事
業部の利益概念の目的適合性を検討することにしたい。
　結論から先にいえば、事業部投資額に関連づけられる利益は純利益であっ
て、ここで4つの事業部利益概念を検討しているのは、事業部業績評価目的
の1つである事業部長の業績評価という観点から、事業部長の管理責任を反
映した純利益を測定する方法である。つまり、事業部長の業績評価という観
点から、その管理可能性のおよぶ原価、したがってまた利益の範囲を明らか
にし、管理不能な原価については、これがさらに売上高から控除されるとし
ても、事業部長にとって管理不能な要因を除去する方法が検討されなければ
ならないといえる。事業部長の業績評価目的のための業績尺度としての投下
資本利益率の測定では、管理可能性の条件が満たされなければならないから
である。
　なお、事業部業績評価目的にはもう一つ、事業部自体の業績評価がある。
この目的のために測定された投下資本利益率は、事業部の拡張、縮小あるい
は閉鎖に関する本部のトップ・マネジメントの意思決定の基礎として用いら
れたり、全社的な経営方針、長期計画や長期・短期利益計画にフィードバッ
クされるものである。したがって、事業部長の管理可能性は、利益測定を規
定する条件とはならないから、事業部活動との関連で発生したすべての原価
が、利益測定に含められなければならないといえる。
　以上のことを念頭において、個々の利益概念を検討していくことにする。
　（1）限界利益
　この利益概念は、直接原価計算においてなじみ深いものであって、短期の
期間利益計画用の利益である。ただし、ここで検討しなければならないこと
は、むしろ事業部の業績を反映した投下資本利益率の計算要素としての利益
である。この点からすれば、投下資本の成果を計算するのに、事業部売上高
から変動費を控除するだけでは不十分であることはいうまでもない。
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　限界利益は、事業部業績評価尺度としての投下資本利益率の分子としては
適切ではないが、事業部長の業績評価あるいは事業部自体の業績評価の検討
にさいして、最終的な計算結果である総合的業績尺度としての投下資本利益
率だけが問題にされるのではない。投下資本利益率を分解した限界利益額あ
るいは限界利益率の分析も必要とされるところである。これは製品組合せの
決定等の戦術的決定の効率を測定するのに適している。
　（2）管理可能利益
　事業部長の業績評価のためには、事業部の目標利益額と実績利益額との比
較が重要であるとしている論者は、この管理可能利益が、事業部長の業績評
価目的に適したものとしている。しかし、このことは投資センター制として
の事業部では問題がある。ここでは、投下資本利益率を業績評価尺度と考え
ているが、事業部長の業績評価のためには、事業部長の管理可能性を考慮し
てこれが測定されなければならない。つまり、事業部投資額に対応すべき利
益は、事業部の純利益であるとしても、事業部長の業績評価目的では、事業
部長の管理外にある原価の変動の影響を除く形でこれが測定されなければな
らない。しかしながら、管理可能利益までにおいて控除された原価について
のみ、事業部長の管理可能性を認める先の見解には問題がある。これは、従
来、原価についての管理可能性が、管理責任単位の管理者の短期的ないし当
座的な発生管理の可能性、したがって原価の額に短期的に影響を及ぼせる権
限との関連で理解されてきたことによるものである。このような解釈は、利
益や原価の短期的な管理を対象とした短期的な利益管理や原価管理では重要
である。投資センター制としての事業部のもとでは、事業部長の権限、した
がってまた管理可能性は資本投下にまで及ぶのであって、このことから、事
業部長の長期的な資本投下の業績を測定することが要求されるのである。し
たがって、事業部長にとって管理可能性の認められる利益は、管理可能利益
の範囲をこえるものと解釈しなければならない。
　もっとも、事業部長の業績評価、事業部自体の業績評価のいずれにしても、
最終的な成果としての投下資本利益率をその構成要素に分解し、それぞれに
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ついて分析を行うことも重要である。特に、このことは、管理可能利益が経
営能力を所与としたもとでの事業部長の短期業績を示しているのであるから、
事業部長の業績評価目的についていえる。
　（3）貢献利益
　貢献利益は、管理可能利益からさらに事業部に帰属可能なすべての固定費
を控除したものである。このさらに控除される固定費には、本部のトップ・
マネジメントの投資決定の結果の反映たる事業部固定費と事業部長の前任者
の投資決定の結果の反映たる事業部固定費がある。
　ところで、原価に関する管理可能性は、原価に作用するすべての要因に対
する完全な影響力を意味しているのではなく、むしろその重要な要因に対す
る影響力を問題にしているわけである。このように解釈すれば、前任者の投
資決定の結果として反映される減価償却費、固定資産税、保険料等について
は、事業部固定資産の取替あるいは廃棄を通じてこれに影響力を行使するこ
とは事業部長にとって可能であるし、また本部権限に基づく原価についても、
事業部長の発言力が認められるから、事業部固定資産の全体が管理可能資産
であって、またその利用に伴う原価は、すべて管理可能な原価といえるので
ある。なお、このような解釈は、投資センターとして事業部長の資本投下に
対する権限がかなり大幅な事業部制を前提にしていることはいうまでもない。
　この場合、本部のトップ・マネジメントあるいは前任者の長期的な投資決
定の成果に対する責任を事業部長に間うことはできないから、このことは、
短期利益計画に先立つ目標投下資本利益率の設定段階において考慮されなけ
ればならない。すなわち、この状態に応じて、目標投下資本利益率が設定さ
れるのであって、このことが事業部問の差別的な目標投下資本利益率の一因
となっているのである。つまり、本部のトップ・マネジメントあるいは前任
者の意思決定が、事業部問の差別的目標投下資本利益率を規定する条件とし
ての事業部の立地、設備その他の能力、市場条件などの一部に反映されるの
である。こうすることによって、実際投下資本利益率の中には、本部のトッ
プ・マネジメントあるいは前任者の長期的な投資決定の業績が事業部長の業
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績と混在した形で反映されることになるわけであるが、差別的目標投下資本
利益率との比較を通じて、事業部長の業績が分離されることになる。
　（4）純利益
　純利益は、貢献利益からさらに本部費・事業部共通費の事業部への配賦額
を控除したものである。
　事業部の活動と直接的な関係がなく発生した本部費・事業部共通費につい
ては、それが事業部外の業績または意思決定に依存しているのであるから、
事業部長は、管理責任を有していないことは明らかである。したがって、純
利益には、事業部長の管理可能性は認められない。しかも、本部費・事業部
共通費の大きさが、その発生場所における業績や意思決定の影響を受けるだ
けではない。実際配賦法が用いられるような場合には、その事業部への配賦
額は、他の事業部の業績や意思決定の影響を受けることになる。したがって、
期間利益額や残余利益を事業部長の業績評価尺度とする場合には、純利益は、
その業績評価尺度と考えられないことはいうまでもない。さらに、事業部と
企業全体の利害競合が生じないという条件をも侵す危険性もあるわけである。
　純利益は、期間利益額や残余利益を事業部長の業績評価尺度と考えた場合
には、妥当ではないということが明らかとなったわけであるが、投下資本利
益率によって事業部長の業績評価を行う場合にはどうであろうか。確かに、
このような場合にも、主として管理可能性を考慮して、本部費・事業部共通
費を事業部へ配賦してはならないという主張もある。しかしながら、事業部
の活動量に対して直接的に跡づけることのできない本部費・事業部共通費と
いっても、これは、事業部の活動を可能にするために、全体としての事業部
に対して発生するものであることが考慮されなければならないであろう。し
たがって、投下資本の最終的な成果としての利益の計算に際しては、これを
控除することなく計算した投下資本利益率は、投下資本の成果を示した利益
率としては意味がないものということになる。こうした利益率には、投資業
績が反映されるとは考えられないのである。
　以上のように考えるならば、事業部長の業績評価尺度としての投下資本利
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益率の計算要素としての利益概念は、純利益でなければならないということ
になる。なお、事業部自体の業績評価についても、事業部投下資本に対する
最終的な成果は純利益であるから、これを投下資本利益率の分子とすること
が妥当であることはいうまでもない。
IV．本部費・事業部共通費の配賦
　前節では、事業部業績評価尺度として投下資本利益率を用いる場合、事業
部長の業績評価および事業部自体の業績評価目的のために、本部費・事業部
共通費配賦後の純利益が必要とされることが明らかになった。そこで、本節
においては、この本部費・事業部共通費について、特にその配賦方法につい
て議論を進めていきたい。
　本部費の例としては、本部の一般管理費が主なものであるが、その他にも、
事業部間に共通的な広告宣伝費等が考えられる。また、事業部共通費の例と
しては、用水部門や動力部門といった事業部間に共通の補助部門の費用のほ
かに、事業部化されていない共通部品工場の費用や共通購買部門の費用など
が考えられる。そして、このような本部費ならびに事業部共通費は、事業部
の活動量に対して変動的に発生するものと、事業部の活動と直接的な関係が
なく発生するものがある。なお、前者は、事業部の変動費となる。
　そこで、まず、事業部の活動量に対して変動的に発生する本部費・事業部
共通費について考察していくことにする。事業部長の業績評価の場合、本部
費、事業部間に共通の補助部門の原価が事業部売上高と比例的に変動する部
分ならびに材料等の購入・在庫が本部管理となっている場合の変動材料費な
どについては、実際消費量に掛けられるべき価格は、予定価格ないし単位当
り標準原価でなければならない。事業部長にとって管理不能な要因を除去し
なけれぱならないからである。また、事業部自体の業績評価目的に関してい
えば、前例における補助部門費の差異ならびに材料価格差異をそれぞれの部
門における責任に属するものとたんに予定あるいは標準の不適格性に基づく
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ものとに区分できるとすれば、前者は、資本利益率の計算単位である事業部
以外の場所で改善できるはずのものであるから、事業部自体の業績評価を行
ううえで無関連であるといえる。というのは、このような差異が改善されれ
ば、この差異を除いただけの限界利益を得ることが可能であったからである。
後者の原価差異については、原則的にはこれを調整しなければならないので
あるが、上のように差異を2つに区分することは計算上不可能であること、
また事業部自体の業績評価目的での会計的測定による投下資本利益率は、事
業部投資資本の過去の収益性を測定したものにすぎず、本部のトップ・マネ
ジメントの意思決定の基礎といっても、その必要［生のある場所を明らかにす
るという役割しかもっていないことを考えれば、この差異を投下資本の収益
性の測定から便宜上除外しても十分であると思われる。
　次に、事業部の活動と直接的な関係がなく発生する本部費・事業部共通費
について考察していくことにする。事業部の投下資本利益率を測定するにあ
たって、事業部の利益を純利益とし、しかも事業部長の業績評価目的のため
に、純利益に含まれる事業部長にとっての管理不能な要因を除去するには、
予定一括配賦の方法が考えられる。この方法は、実績利益の計算にあたって
も、事業部への配賦額を定める配賦基準量ならびに配賦率の両方に予算数値
を適用することにより、事業部への本部費・事業部共通費の配賦額は、本部
や事業部共通部門さらには他の事業部の業績の影響を受けなくなり、測定さ
れる純利益に対して事業部長は管理責任をもつことになる。つまり、本部費・
事業部共通費の差異は、配賦差異となって事業部の利益に現れることはない
のである。
　事業部自体の業績評価目的にも、事業部の変動費となる補助部門費等の前
述の場合と同様に、本部費・事業部共通費の予定一括配賦が十分であると考
えられる。つまり、本部費・事業部共通費の予定額とその実際発生額との差
異を、それぞれの部門の責任者に基づくものとたんに予定の不適格性による
ものとに区分できるとすれば、前者の差異は、調整する必要はない。という
のは、この差異は、本部あるいは事業部共通部門といったその発生部門で除
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去可能で、事業部投下資本の収益性評価には無関連であるからである。つま
り、この差異を除いただけの収益性を得ることが可能であったからである。
一方、後者の収益性に影響する差異は、事業部投下資本の収益性に影響する
ので、原則的にはこれを調整しなければならない。しかしながら、このよう
に差異を計算上2分することは不可能であること、また事業部自体の業績評
価目的での会計的測定による投下資本利益率は、事業部投下資本の過去の収
益性を測定したものにすぎず、本部のトップ・マネジメントの意思決定の基
礎といっても、その必要性のある場所を明らかにするという役割しかもって
いないことを考えれば、この差異を投下資本の収益性の評価から便宜上除去
しても十分であると思われる。本部のトップ・マネジメントの意思決定は事
業部自体の業績評価の結果を参考にして、その将来の効果を分析する増分分
析の手法によって行われなければならないのである。
　なお、本部費・事業部共通費の特殊問題として本部で管理させる借入金利
息と税金の配賦問題がある。前者については、社内金利制度が推奨され負担
の公平および事業部資産の有効な運用を期するためには、なんらかの方法に
よって社内利子を算定し、これを各事業部に配賦して、その業績評価に反映
することがのぞましいとされている。
　社内金利制度は残余利益概念を制度として具体化したものである。ただ、
残余金利が企業の総資本に対する資本コストを基準としているのに対し、わ
が国の社内金利制度は、借入金利息に見合う金利（実質金利もしくは表面金
利）だけ徴収するものから総資本に対する資本コストを徴収するものにいた
るまでさまざまな方式で行われている。総資本コストの中には、費用項目と
ならない株式資本コストや内部保留の資本コストが含まれるので、一般に費
用処理される借入金利子のみ配賦する方法がとられているようである。事業
部を資金センターとして位置づけ事業部に資金管理の権限を賦与することが
できれば、株式資本や内部留保を含む総資本コストの事業部負担に関する会
計処理上の問題も解消するであろう。これは社内資本金制度の採用によって
可能であろう。このとき、事業部の資本金や内部留保の資本コストは、本部
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納付金として事業部資金からマイナス処理することができる。この制度が実
施されると、事業部長は資金管理の重要性を十分認識して資金の効果的運用
に努めるであろう。
　税金の配賦については、損費項目であるので会計手続き上問題はない。し
かし、実際額によるか、予定額によるかの問題は残る。法人税・事業税は課
税所得を基礎として徴収されるので、企業利益とは計算基礎が異なる。また
事業税は前年度の課税所得について徴収される。このような計算の複雑さの
ために、一般に事業部の税引前純利益を計算基礎として、これに企業の過年
度における実質税負担を配慮して決められた予定税率を乗じて配賦税金を事
業部に課することがのぞましい。なお、税金配賦のねらいは、事業部長の事
業経営上必要な費用項目に対する認識を徹底させることにある。
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